
香港・ASEAN FTAにかかる調査報告書
別添3 国別譲許内容比較表

表: AHFTAにおいて示された約束内容分野
各国の分野横断的約束内容の概要と、AHKFTAの各国の特定約束スケジュールにおいて示されたサービス分野を示す。

（＊）印のない分野は、基本的に分野横断的約束内容以外には制限しない。印のついているものは、 細かい規制条件が示されているか約束しない(Unbound)とされている。本表では、これら細かい規制条件のうち主要なものの概要のみ記載している。

（＃）印のある分野は、約束しない(Unbound)とされている。

分野

AHFTA 日・ブルネイ経済連携協定 AHFTA 外資に関する規制 AHFTA 日・インドネシア経済連携協定 AHFTA 外資に関する規制 AHFTA 日・マレーシア経済連携協定 AHFTA 外資に関する規制 AHFTA 日・シンガポール経済連携協定 AHFTA 日・タイ経済連携協定 AHFTA 日・フィリピン経済連携協定 AHFTA 日・ベトナム経済連携協定 AHFTA 外資に関する規制

0 分野横断的約束内容
(Horizontal
Commitment)

- Director のうち二人以上がブルネ
イのordinary residentであること
-ブルネイにビジネス拠点を作る外国
企業は、一つ以上の現地代表代理店
を持つこと
- 企業内転勤者:
Executive/Manager/Specialistlに該
当する場合は、3年間ビザを付与。最
大合計5年まで延長可能。

- Directorのうち半分以上がブルネ
イ国籍又は居住者
- 個人事業の登録は不可
- Partnership - Applications by
foreign individuals are subject
to prior clearance through the
Registrar of Companies.
- 企業内転勤者:
Executive/Manager/Specialistlに該
当する場合は、3年間ビザを付与。最
大合計5年まで延長可能。

- 内国民待遇: 補助金、税制、投資
インセンティブについては約束しな
い。
- 土地の所有は不可だがリースは可
能。
- ビジネス訪問: 滞在は最初は30日
まで、90日まで延長可能。但し、拠
点設立のために訪問するexecutive
または managerial positionのもの
はこの限りではない。
- 企業内転勤者:
executive/manager/specialistに該
当する場合は2年間、最大合計5年ま
で滞在延長可能。

-土地の所有：外国人の土地の所有は
不可。しかし、リースは可能。ま
た、土地上に不動産や個人資産を所
有することは可能。
- カンボジア開発評議会(CDC)：次の
ような条件を含む投資プロジェクト
は、CDCの認可を得なければならな
い。5000万米ドルを超える投資、政
治影響を有する事項を含むもの、鉱
物資源・自然資源の探索と開発、環
境に対する悪影響が懸念される場
合、長期開発戦略を必要とする場
合、BOT, BOOT, BLT契約に基づくイ
ンフラプロジェクト。

- 商業拠点: 現地企業とJVもしくは
代表事務所の形で、外資の出資比率
は49％以下。
- 企業内転勤者:
directors/managers/technical
experts/advisorsに該当する場合は2
年まで滞在可能。2回まで最大2年ず
つ延長可能。managersとtechnical
experts経済的需要に基づいて許可さ
れる。
- ビジネス訪問: 60日間、最大120日
まで延長可能。
- 土地の所有: 外資および外国人は
土地の所有はできないが、JV企業は
土地の使用権および建設権を保持す
ることができ、賃借・賃貸も可能で
ある。

- 商業拠点：現地企業とJVもしくは
代表事務所の形で、外資の出資比率
は49％以下。
- 所得税：利子、特許、配当、サー
ビスフィーによる収入には20%の所得
税がかかる。
- 土地の所有: 外資および外国人は
土地の所有はできないが、JV企業は
土地の使用権および建設権を保持す
ることができ、賃借・賃貸も可能で
ある。
- 企業内転勤者：
directors/managers/technical
experts/advisorsに該当する場合は2
年まで滞在可能。2回まで最大2年ず
つ延長可能。managersとtechnical
experts経済的需要に基づいて許可さ
れる。
- ビジネス訪問: 60日間、最大120日
まで延長可能。

- 商業拠点:
現行法に従う。また、外国投資家は
ラオス人に適切な研修機会を与える
こと。
- 補助金および投資インセンティブ:
補助金、税制、投資インセンティ
ブ、については約束しない。
- 土地の所有: 外資および外国人は
75年間までの使用およびリースが可
能。
- ビジネス訪問者: 最大90日間の滞
在が可能。
- 企業内転勤者:
executives/managers/specialistsは
一年の滞在許可が与えられ、半年ご
との更新で最大3年まで滞在可能。
ただし、ビジネス訪問者と企業内転
勤者において外国人の人数が全ス
タッフ数の20%を超えてはならない。

- 出資比率：現地企業との合弁の場
合、外国企業の最低出資比率は、資
本金総額の10%以上。
- 土地の所有権：外国人及び外国企
業は、土地を所有することはでき
ず、リースなどよって、土地の使用
権のみを所有することができる。
- 最低登録資本金：外国投資家の場
合、10億キープ。
- 外国人雇用数：単純作業従事者の
場合、ラオス人従業員数の15%。専
門・技術職の場合、25%。

- 商業拠点の取得、統合、引継ぎ:
マレーシア企業や事業の資産や株の
取得を行う際、下記の場合は許可が
必要となる。
1) 一つの外資の15％以上、統合され
た外資の30％以上もしくは1000万RM
以上により、マレーシア企業の決議
権を取得する場合
2)所有権や管理が外国資本に譲渡さ
れる場合
3)JV合意、技術協力合意、その他合
意を通じてマレーシア企業を管理す
る場合
- 土地および不動産: 土地の所有・
処分・売買において、投機目的、非
生産的な目的、国と利害衝突がある
目的の場合は不可
- 企業内転勤者: 一企業につき、
senior managers、2人の
specialists/expertsは合計５年以内
の滞在が可能。十分な学歴や資格を
もつprofessionalも合計５年以内の
滞在が可能。
- ビジネス訪問者: 最大90日間の滞
在が可能。
- インセンティブおよび優遇制度:
国によって推進されたサービス分野
におけるマレーシア人所有の企業に
限る。

- 商業拠点の取得、統合、引継ぎ:
マレーシア企業や事業の資産や株の
取得を行う際、下記の場合は許可が
必要となる。
1) 一つの外資の15％以上、統合され
た外資の30％以上もしくは1000万RM
以上により、マレーシア企業の決議
権を取得する場合
2)所有権や管理が外国資本に譲渡さ
れる場合
3)JV合意、技術協力合意、その他合
意を通じてマレーシア企業を管理す
る場合
- 土地および不動産: 土地の所有・
処分・売買において、投機目的、非
生産的な目的、国と利害衝突がある
目的の場合は不可
- 企業内転勤者: 一企業につき、
senior managers、2人の
specialists/expertsは合計５年以内
の滞在が可能。十分な学歴や資格を
もつprofessionalも合計５年以内の
滞在が可能。
- ビジネス訪問者: 最大90日間の滞
在が可能。
- インセンティブおよび優遇制度:
国によって推進されたサービス分野
におけるマレーシア人所有の企業に
限る。

- 商業拠点: 現行法に従う。
managementレベルについては、一年
間、最大5年間まで延長可能。
- 税金: 一部の促進分野について
は、ゾーン別に所得税の免除をミャ
ンマー投資法(2016年)に従って付与
する。
- ビジネス訪問者: ビジネスビザ、
教育ビザは70日以内の滞在、一年ま
で延長可能。クルービザは28日以内
の滞在、一年まで延長可能。

- 「ミャンマー国民またはミャン
マー国民が有する事業体との間の合
弁でのみ外国投資が認められる投資
活動」における外国投資家の直接持
株比率は最大80％。
- 土地の所有：外国人、外国企業の
土地所有は不可。リースは可能。し
かし、土地・建物の賃借期間は原則1
年を超えることは認められない。投
資法に基づくMIC許可または是認
（Endorsement）および土地権利認可
を取得した外国企業の場合は最大70
年間、経済特区法に基づく投資許可
の取得企業の場合は最大75年間、土
地貸借権を得られる。
- 資本金：製造業15万ドル、サービ
ス業5万ドル。税制優遇措置を得る場
合、30万ドル以上の追加投資が必
要。
- ミャンマー人の雇用割合：熟練技
術を必要とする業種では、事業開始
から2年で25%、4年で50%、6年で75%
とする必要がある。熟練技術を必要
としない職種では、100%ミャンマー
人である必要がある。

- 人の移動: 約束しない。
- 内国民待遇: 内国民待遇を受ける
ためには、会社登録を行う外国人
は、シンガポール国籍、永久居民ま
たは雇用パスを持つmanagerがいなく
てはならない。また、少なくとも一
人のdirectorがlocal residentでな
くてはならない。また、外国企業の
支店は、最低2人の国内に住む代理人
がいなければならない。
どの分野においても、金融セクター
の規制より優先されて解釈されるこ
とはない。

- 補助金又は交付金：次に言うもの
については、約束しない。現地企業
を発展させることを助長するための
もの。法人が事業を拡張及び改善す
ることを支援するためのもの。その
他の国家政策上の考慮に基づき供与
されるもの。
- 内国民待遇：企業を登録しようと
する外国人は、シンガポール市民、
シンガポール永住者又はシンガポー
ル労働許可証の所持者のいずれかで
ある現地の支配人を置く必要があ
る。ただし、シンガポール永住者又
はシンガポール労働許可証の所持者
である外国人は、現地の支配人を任
用することなく、企業を登録するこ
とができる。
少なくとも1名の役員は、現地在住で
なければならない。
シンガポールにおいて登録されるす
べての外国企業の支店は、少なくと
も2名の現地在住の代理人を置かなけ
ればならない(現地在住者と認められ
るためには、シンガポール市民、シ
ンガポール永住者又はシンガポール
労働許可証の所持者のいずれかでな
ければならない。)

- 商業拠点: 外資は49％以下である
こと。但し、タイ企業とのJV、事前
許可の取得、最小資本金率、取締役
員にタイ人がいること等条件を満た
す場合は外資本金79％以下まで認め
られる。
-短期ビジネス訪問:条件を満たせ
ば、90日まで付与する。
-企業内転勤者:
executives/managers/professionals
に該当する場合は、1年間ビザを付
与。更に一年ずつ最大3年間延長可
能。

- 商業拠点: 外資は49％以下である
こと。
- 土地：外国や海外企業による土地
の保有は認められない。しかし、土
地を借用し、建物を建てることは可
能。
-短期ビジネス訪問:条件を満たせ
ば、90日まで付与する。
-企業内転勤者:
executives/managers/professionals
に該当する場合は、1年間ビザを付
与。更に一年ずつ最大3年間延長可
能。

- 商業拠点: 外資が過半数以下であ
ること。またExecutives および
managing officersはフィリピン人で
あること。
- 土地の所有: 土地の所有はフィリ
ピン人またはフィリピン人が資本の
最低60％を所有する株式会社などに
限定されている。外国人投資家は、
私有地のみをリースすることができ
る。
- 人の移動: 外資参加が40％までし
か認められていない活動において
は、すべてのexecutives および
managing officersはフィリピン人で
あること。外国人非居住者は、フィ
リピン国内にその分野で適格な人材
がいない事が確認できた場合にのみ
滞在が許される。
但し、地方政府によるもの、もしく
は税務に関わる活動については約束
しない。

- 土地の所有: 土地の所有はフィリ
ピン人またはフィリピン人が資本の
最低60％を所有する株式会社などに
限定されている。外国人投資家は、
私有地のみをリースすることができ
る。
- 人の移動: 外資参加が40％までし
か認められていない活動において
は、すべてのexecutives および
managing officersはフィリピン人で
あること。外国人非居住者は、フィ
リピン国内にその分野で適格な人材
がいない事が確認できた場合にのみ
滞在が許される。
但し、地方政府によるもの、もしく
は税務に関わる活動については約束
しない。

- 商業拠点: ベトナム企業との
Business Co-operation Contract、
JV 、100% 外資で設立可能。
Representaive office の設立に制限
はないが、営利活動は禁止されてい
る。
外国資本は、ベトナム企業の株を買
い入れることで出資率を増やすこと
ができるが、法定資本比率の30％を
超えるこができない。
- 企業内転勤者: managers,
executives,specialistsは延長可能
な3年間ビザが付与される。上記役職
の20％はベトナム国籍である必要が
あるが各企業3人までは非ベトナム国
籍が認められる.
-ビジネス訪問者: ベトナムを拠点と
しない販売員、および拠点立ち上げ
のためのManagers とexecutivesは最
大90日まで滞在可能。
コンピューター関連およびエンジニ
ア業については、別途規定あり。

- 商業拠点: ベトナム企業との
Business Co-operation Contract、
JV 、100% 外資で設立可能。
Representaive office の設立に制限
はないが、営利活動は禁止されてい
る。
外国資本は、ベトナム企業の株を買
い入れることで出資率を増やすこと
ができるが、法定資本比率の30％を
超えるこができない。

- 企業内転勤者: managers,
executives,specialistsは延長可能
な3年間ビザが付与される。上記役職
の20％はベトナム国籍である必要が
あるが各企業3人までは非ベトナム国
籍が認められる。

- 公共サービスおよび公共目的の社
会サービスについては約束しない(健
康、教育、住宅、研修、交通、公共
事業、社会保障、社会福祉)。
- ビジネス訪問者: 通常90日まで滞
在可能。
- 企業内転勤者: Appendix Iで示さ
れる業種のsenior
managers/specialistsに該当するも
のは、最初は1年まで、合計5年まで
延長可能。

- 不動産の所有：賃貸は可能だが、
購入は不可。
- 資本金：最低払込資本金は1香港ド
ル。

1 Professional
Services

監査サービス＊
建築業＊:外資は45％まで
医療歯科サービス

監査サービス＊、建築業＊、エンジ
ニアリングサービス＊、医療歯科
サービス＃

法律サービス＊、外国法律コンサル
ティング、会計・監査・簿記＊、税
務
建築業エンジニアリング、統合エン
ジニアリング、都市計画・景観建
築、特定医療サービス、歯科サービ
ス＊: カンボジア企業とのJVである
こと

NA NA 法律サービス＊
建築業＊
エンジニアリングサービス＊
都市計画サービス＊

会計・監査・簿記業務＊: directors
の過半数がラオス人であること
税務業
建築業、エンジニアリングサービ
ス、統合エンジニアリングサービ
ス、都市計画および景観建築サービ
ス: 2018年2月までは外資は51％ま
で。以降は規制なし。

エンジニアリング：資本金40億キー
プ以上で、49%まで。

会計・監査・簿記業務＊: マレーシ
アの会計会社とのパートナーシップ
で行うこと。外資は49％まで。
税務業＊: マレーシアの税務会社と
のパートナーシップで行うこと。外
資は30％まで。
建築業、エンジニアリングサービス
＊: 分野横断的な業務の場合、外資
はJVの30％まで
統合エンジニアリングサービス＊:
マレーシア企業とのJVを通して行う
こと。外資はJVの30％まで
都市計画＊
景観サービス＊: マレーシア企業と
のJVを通して行うこと。外資はJVの
30％まで

法律サービス＊、会計・監査・簿記
＊、税務サービス＊、建築業＊、エ
ンジニアリングサービス＊、統合エ
ンジニアリングサービス＊、景観
サービス＊、特別医療サービス＊

会計・監査・簿記業務＊: 外資は
70％まで
建築業、エンジニアリングサービ
ス、統合エンジニアリングサービ
ス、都市計画および景観建築サービ
ス

NA 会計・監査業＊
税務業＊
建築業＊
エンジニアリングサービス＊
景観サービス
一般医療サービス＊: 但し、新しい
外国人医師の登録者数は毎年制限が
ある
歯科サービス
獣医

日本国の法律に関する相談サービス
会計・監査業＊
税務業＊
建築業＊
エンジニアリングサービス＊
都市計画サービス
景観設計サービス
医師サービス＊
歯科医師サービス
獣医師サービス
助産婦、看護婦、理学療法士、準医
療従事者

法律サービス
仲裁サービス＊: 約束しない
会計・監査・簿記業＊
建築業＊
エンジニアリングサービス＊
都市計画＊
天気予報・気象サービス＊

法律サービス＃
会計・監査＃
税務サービス＃
建築業＃
エンジニアリングサービス＃
統合エンジニアリングサービス＃
都市計画サービス＃
医療サービス＊
歯科サービス＃
看護サービス＃

NA 会計・監査＊、建築＊、エンジニア
リング（航空、農業、医学、土木、
機械、保健衛生、電気、造船・海
事、治金、エレクトロニクス、採
掘、測地）サービス＊
都市計画＊、景観設計サービス＊、
医療サービス＊、看護サービス＊、
歯科サービス＊、眼科＊、助産師
＊、医療工学＊
獣医＊、フィジカル&職業セラピー、
放射線技術＊、犯罪学＊、化学＊、
林業＊、図書館司書＊、商船プロ
フェッション＊、配管工＊、ソー
シャルワーク＊、農業＊、漁業＊、
インテリアデザイン＊、地質学＊、
職業教師＊、通関業＊

法律サービス＊、会計・監査・簿
記、税務、建築業、エンジニアリン
グ業および統合エンジニアリング
＊、都市計画・都市景観建築＊、獣
医＊

法律サービス＊、会計・監査・簿
記、税務、建築業＊、エンジニアリ
ングサービス＊、都市計画・景観設
計＊、獣医＊

会計・監査・簿記＊、税務、建築、
エンジニアリング、都市計画および
景観建築＊（一年以上の経験と、士
業の登録が必要）、医療および歯科
＊、獣医、助産師・看護師・理学療
法士・医療補助員＊

NA

2 Computer and Related
Services

コンサル業、ソフトウェア、データ
プロセッシング、データベース＊

コンピューターハードウェアに関す
るコンサルティング、ソフトウェア
実施、データ処理、データベースな
ど＊

コンピューターハードウェアに関す
るコンサルティング、ソフトウェア
実施、データ処理、データベース、
その他

NA NA コンピューターハードウェア導入に
関するコンサルティング、ソフト
ウェア実施、データベース＊

コンピューター関連サービス NA コンピューターハードウェア導入お
よびソフトウェア実行に関するコン
サルティング、データ処理、データ
ベース

コンピューターハードウェア導入に
関するコンサルティング、ソフト
ウェア導入に関するコンサルティン
グ、ソフトウェア実行サービス、
データ処理、データベース

コンピューターハードウェア導入に
関するコンサルティング、ソフト
ウェア実行
データ処理、データベース、その他

NA コンピューターサービス(ソフトウェ
ア開発、システム統合、データプロ
セッシング、データベース）

電子計算機ハードウェアの設置に関
する相談サービス、ソフトウェア実
行、データ処理、データベース

コンピューターハードウェア導入に
関するコンサルティング、ハード
ウェアおよびソフトウェアコンサル
ティング＊、ソフトウェア実施、
データ処理＊、データベース、クラ
イアント会社向けソフトウェア研修

コンピューターハードウェア導入に
関するコンサルティング＊、ソフト
ウェア実施＊、データ処理＊、デー
タベース＊、オフィス機器の保守・
修理＊、クライアント会社向けソフ
トウェア研修＊

NA コンピュータハードウェアの導入に
関するコンサル＊、ソフトウェア実
行＊、データ処理＊

コンピューターおよび関連サービス
＊

コンピューターおよび関連サービス
＊

コンピューターおよび関連サービス NA

3 Research and
Development Services

NA NA NA NA NA 学際的な研究開発 自然科学に関するR&D＊: 外資は51％
まで

NA NA 自然科学の研究開発＊
社会科学・人文科学の研究開発＊
経済学の研究開発＊

NA NA バイオテクノロジー
産業調査
経済および行動調査
教育機関による学際的R&D

研究・開発（自然科学、社会科学、
人文科学、学際的な研究開発）

言語学分野における調査および試験
的開発

自然科学の研究開発＃
社会科学・人文科学の研究開発＃
学際的な研究開発＃

NA NA 自然科学の研究開発 自然科学の研究開発 NA NA

4 Real Estate Services
(no commitments from
ASEAN Member States)

NA NA NA NA NA NA NA NA NA NA NA 居住用アパート、コンドミニアムの
開発・販売・リース：ミャンマー企
業との合弁企業である必要あり。

NA 不動産サービス＊ NA 不動産業＃ NA NA NA NA NA NA

5 Rental/Leasing
Services without
Operators

飛行機のレンタルリース業(オペレー
ター無し)＊

飛行機のレンタルリース業(オペレー
ター無し)＊

スタジオ録音機器貸出 NA NA NA NA NA NA cabotageとoffshore tradesを除い
た、船舶のレンタル＊
航空機のレンタル＊
建築機器のレンタル＊
オフィス機器のレンタル＊

スタジオ録音機器 NA 船に関するサービス 船舶賃貸
航空機賃貸
自家用車両、物品運送車両、その他
の陸上運送機器の賃貸＊
個人用品及び家庭用品の賃貸

オペレーター無しの農業機械、建設
機械、オフィス機械、その他機械お
よび機材の貸し出し

船舶、航空機、その他の輸送機器レ
ンタル＃
農業機器レンタル＃

NA 船舶のレンタル＊ 航空機に関するサービス
その他機械および機材に関するサー
ビス＊

航空機のレンタル
その他の機器のレンタル

船関連＊
その他交通機材関連(航空を除く)、
その他機械・機材関連(交通機材を除
く)＊

NA

6 Other Business
Services

NA 広告業＊
マーケティングリサーチ、世論調査
＊

広告業
市場調査、管理コンサルティング、
製造業コンサルティング関連、技術
テストおよび分析
鉱業付随サービス、エネルギー販売
付随サービス
人材斡旋、科学技術コンサルティン
グ関連エンジニアリング、包装

NA 下記のエネルギー分野に関するサー
ビス
Isotop分析に関する基礎研究・室内
実験、地震データに関する地質学・
地球物理学石炭に関する液化・ガス
化、製造業付随サービス＊: 但し、
インドネシア国内の駐在事務所を通
して共同運営であること

広告業＃
プロジェクトマネジメントサービス
＃
技術テスト・分析サービス＃
製造業に付随するサービス＃
保守・修理サービス＊
航空機レンタル（オペレーター無
し）＃

広告の計画・創作・設置＊: 外資は
49％まで
経営コンサルティング
技術テストおよび分析サービス＊:
外資は51％まで。Directorsの過半数
がラオス人技術者であること。
鉱業付随サービス、科学技術コンサ
ルティング関連: 外資は51％まで。
Directorsの過半数がラオス人技術者
であること。
エネルギー機器の修理: 外資は51％
まで
専門デザインサービス: 外資は49％
まで

コーヒー加工：20%まで。
治療薬製造のための薬品製造：49%ま
で。
修理業：資本金15億キープ以上で、
100%出資が可能。

広告スペースや時間の販売・リース
業、広告の計画・創作・設置、その
他広告業＊: マレーシア企業とのJV
によること。外資はJVの30％まで。
市場調査および世論投票調査、その
他経営コンサルティング、技術テス
トおよび分析サービス、農業および
漁業に付随するサービス、製造業付
随サービス＊: マレーシア企業との
JVによろうこと。ブミプトラのシェ
アが30％を超えること
翻訳・通訳＊: ただし、英語－マ
レー語間の翻訳・通訳は許可されな
い。
コンベンションセンター＊: マレー
シア企業とのJVによること。外資は
JVの30％まで。5000席を超えるコン
ベンションセンターの場合は、外資
49%まで。

広告業＊
市場調査サービス＊
世論投票調査＊
経営コンサル＊
技術テスト・分析サービス＊
農業・漁業に付随するサービス＊
製造業に付随するサービス＊
機器の保守・修理＊
オフィス機器の保守・修理＊
convention 及び exhibitionの運営
＊
翻訳・通訳＊
学生への職業紹介サービス＃
QHQサービス＊

広告業、印刷・出版、通訳・翻訳＊:
商業拠点および人の移動については
約束しない。

新車ショールーム事業：ミャンマー
企業との合弁企業である必要あり。
漁業関連の調査：ミャンマー企業と
の合弁企業である必要あり。
動物病院：ミャンマー企業との合弁
企業である必要あり。
農業、農作物の販売：ミャンマー企
業との合弁企業である必要あり。
製造業（天然資源を用いた化学製
品、可燃性製品、圧縮ガス、強酸性
化学物質、産業用ガス、穀物食品、
菓子製品、牛乳・乳製品以外の加工
食品、ビール・非炭酸製品、氷、飲
料水、石鹸、化粧品の製造・販
売）：ミャンマー企業との合弁企業
である必要あり。

広告業
商業的市場調査
PRコンサルティング
経営コンサルティング(オフィス経営
管理含む)
広告コンサルティング
情報技術コンサルティング
建物および設備管理
技術テストおよび分析サービス
ビル清掃
写真サービス
包装サービス
会議および展示会マネージメント
翻訳通訳サービス
内装設計

広告業、市場調査及び世論調査、経
営相談、技術試験及び分析、自動車
に係る試験及び分析、農業、狩猟、
林業、漁業に付随するサービス、鉱
業に付随するサービス、製造業に付
随するサービス、ガスの輸送、配
給、小売＊、電力の小売＊、人員の
斡旋・提供、警備相談、警報監視、
非武装警備＊、地質学的、地球物理
学的及びその他の科学的予報サービ
ス、測量サービス＊、機器の保守・
修理、建築物の清掃、写真サービ
ス、梱包サービス、会議及び展覧会
運営、秘書業務、電話対応、複写
サービス、翻訳・通訳、専門デザイ
ン

広告業
インターネット広告スペース販売業
市場調査および世論投票調査
一般経営コンサルティング＊
技術テストおよび分析
農業・漁業・林業・鉱業(オイルおよ
びガス)付随サービス＊
コンピューターを含むオフィス機材
の維持修理
写真＊
包装＊
新聞を除く出版印刷＊
2000人以上のコンベンションサービ
ス＊
翻訳・通訳サービス

広告業＊、市場調査及び世論投票
サービス＊、経営コンサル＊、財務
コンサル＃、マーケティングコンサ
ル＃、人事コンサル＃、プロダク
ションマネジメントコンサル＃、ロ
ジスティクスコンサル＊、技術テス
ト・分析＃、農業、狩猟、林業、漁
業に付随するサービス＃、鉱業に付
随するサービス＊、製造業、燃料輸
送、に付随するサービス＃、科学・
技術コンサル＊、機器の保守・修理
＊、建物清掃サービス＃、写真＃
包装＃、出版印刷＃、コンベンショ
ンサービス＃

石油またはガスの探査および開発＊:
大統領の許可を得れば100％外資も参
入可能
地熱および石炭探査および開発＊:外
資は40％まで参入可能
エネルギー流通＊: 外資40％まで参
入可能

広告業＊
採掘に付随するサービス＊
エネルギー流通に付随するサービス
＊

広告業＊
市場調査＊: JV企業の外資は51％ま
で。100％外資企業は許可される。
経営コンサルティング＊
経営コンサルティングに関するサー
ビス＊
技術テストおよび分析＊
農業、狩猟業、林業に付随するサー
ビス＊: JVもしくはBusiness
Cooperation Contractを通しての
み。JV企業の外資51％を超えないこ
と。
鉱業附帯サービス、科学技術コンサ
ルティング関連サービス、機材維持
管理サービス ＊: JV企業の外資は
51％まで。100％外資企業は許可され
る。
製造業附帯サービス＊: JV企業の外
資は50％まで。100％外資企業は許可
される。

広告業＊
市場調査＊
経営コンサル＊
経営コンサルに関するサービス＊
技術テスト・分析＊
農業、狩猟、林業に付随するサービ
ス＊
採掘に付随するサービス＊
製造業に付随するサービス＊
科学技術コンサル＊
機器の保守・修理＊

広告業
市場調査および世論調査＊
経営コンサルティング
経営コンサルティングに関するサー
ビス(ハラル食品含む)
技術テストおよび分析
農業、狩猟業、林業に付随するサー
ビス
製造業附帯サービス
人材斡旋・派遣
調査
警備＊
維持修繕＊
ビル清掃＊
写真サービス
包装＊
印刷出版
翻訳・通訳＊
特別デザイン＊
コンベンションサービス

NA

7 Postal Services and
Courier Services

NA NA クーリエ NA NA NA クーリエ(一部を除く速達)＊ NA NA NA NA NA クーリエサービス＊ 郵送リスト作成及び郵送サービス＊
クーリエ・サービス

NA 郵便サービス＃
クーリエサービス＃

郵便・クーリエサービス＊: 外資
40％まで

郵便・クーリエサービス＊ クーリエサービス クーリエサービス＊ クーリエサービス＊ NA

8 Telecommunication
Services

電気通信(国内)＊
電気通信(海外)＊
モバイル通信サービス＊

電気通信(国内)＊
電気通信(海外)＊
モバイル通信サービス＊

電子通信(音声電話、パケットデータ
転送、サーキットデータ転送、テ
レックス、電報、ファクシミリ、専
用回線サーキット)＊: 49%までの
ローカルシェア
電子通信(電子メール、音声メール、
オンライン情報、電子データ交換、
改良/付加価値ファクシミリ、コード
およびプロトコル変換、オンライン
情報およびデータ処理)
モバイルサービス＊

NA NA 基本電気通信事業＊ 基本電気通信事業＊: 外資は49％ま
で、2018年2月以降新たな出資につい
ては60％まで。
付加価値サービス

NA 基本電気通信業＊
付加価値サービス＊

基本電気通信業＊
付加価値サービス＊

テレックス、電報
電子メール、オンライン情報・デー
タベース検索、電子データ交換、
コードおよびプロトコル変換、オン
ライン情報およびデータ処理＊

NA 基本電気通信業＊: 外資は73.99％
(うち49%の直接投資、24.99％の間接
投資)が認められる。
モバイルサービス＊: 外資は73.99％
(うち49%の直接投資、24.99％の間接
投資)が認められる。
VANサービス＊

電気通信回線設備を設置して電気通
信サービスを提供する事業者
電気通信回線設備を設置することな
く電気通信サービスを提供する事業
者

国内および国際サービス＊
データベースアクセス＊
ターミナル機材貸出＊
電気通信機材販売＊
電気通信コンサルティング＊
専用ネットワークサービス＊
ビデオテキスト・遠隔会議＊

国内および国際サービス＊
データベースアクセス＊
オンライン情報・データ処理＊
電気通信機材販売＊
ビデオテキスト・遠隔会議＊

電気通信業＊: 外資40%まで。政府の
認可が必要。
データおよびメッセージ転送業＊:
外資40%まで。国会の許可が必要。

電気通信業＊
データおよびメッセージ転送業＊

基本電気通信業＊
付加価値サービス＊

基本電気通信業＊
付加価値サービス＊

電話通信(ローカル)
電話通信(国際)＊
付加価値＊

NA

9 Audiovisual Services
and Other
Communication
Services

NA NA NA NA NA 動画・ビデオテープ・録音配信＊ NA NA 動画・ビデオテープ・録音配信＊:
マレーシア企業とのJVによること。
外資はJVの30％まで。

動画・ビデオテープ・録音配信＊ 動画等の制作・配信、シネマ・劇場
サービス＊：商業拠点および人の移
動については約束しない。

NA 動画等の制作・配信
放送

映画及びビデオテープの制作及び配
給
映画の映写
録音に関する制作、配給、展示

動画制作・配信・放映
科学教育に関するビデオテープ制作
＊
ラジオおよびテレビ制作
録音制作＊

動画制作・配信・放映＃
ラジオおよびテレビ制作
録音制作＃

NA 動画・ビデオテープ制作＊ 動画制作・配信・放映＊: ベトナム
企業とのJVもしくはBusiness
Cooperation Contractを通しての
み。外資が法定資本の51％を超えな
いこと。
録音

動画制作＊
動画配信＊
動画放映＊
録音

ラジオおよびテレビサービス＊
動画およびビデオテープ制作・配
信・投影
シネマでの動画配信
音声録音

NA

10 Construction and
Related Engineering
Services

建設業＊: 外資は50％まで 建設業＊ 一般建築、一般土木、組立取り付
け、ビル竣工仕上げ、その他

NA 建設業、プレハブ組立、オペレー
ター付き建設・解体関連機材の貸し
出し、杭打ちを含む基礎工事、ガス
管建設業＊: 外資は51％まで

一般建築業＊
一般建築業（土木工学）＊
Installation and assembly work＊
プレハブ組立、オペレーター付き建
設・解体関連機材の貸し出し、杭打
ちを含む基礎工事、ガス管建設業、
警報器設置、エスカレーター設置＊

建設業: 外資は70%まで 道路・鉄道の建設：資本金2400億
キープ以上の場合、100%出資が可
能。それ以下の場合は、49%まで。
その他の建設業：49%まで。

ビル竣工・仕上げ＊: マレーシア企
業とのJVによること。外資はJVの
30％まで。

建築業＊ ビル建設＊: 商業拠点については制
限なし。人の移動については約束し
ない。
土木建設＊: 商業拠点については制
限なし。
プレハブ組立、取り付け工事、ビル
竣工・仕上げ、プリエレクション、
特別貿易建設＊: 商業拠点について
は制限しない。人については約束し
ない。

漁港、漁業用の橋、魚市場の建設：
ミャンマー国民又は企業との合弁で
ある必要あり。

建設業 建設業 ビル建設＊
鉱業および産業工場建設＊
土木建設＊
港・水路・ダム・灌漑及びその他水
事業の一般建設業＊
取り付け工事＊

建設業＃ 財務および技術協力合意(FTAA)に基
づく大規模鉱業開発: 条件を満たせ
ば、外資100％も可能。
下水道:外資40%まで。マニラ地区で
はコンセッションに関する交渉・合
意が必要。

NA 建設業＊ 建築業＊ 内装＊
プロジェクトマネジメント＊

NA

11 Distribution
Services

NA NA 委託代理販売
卸売り(自動車の卸売り、自動車部品
販売、モーターバイクおよび関連部
品販売、ラジオおよびテレビ機器、
楽器、楽譜、テープ)
小売り(自動車の小売り、自動車部品
販売、モーターバイクおよび関連部
品販売
デパートおよび大型スーパーでの小
売り(食品および非食品、ラジオおよ
びテレビ機器、楽器、楽譜、テープ)
フランチャイズ
自動車燃料の小売り

NA NA ホールセール＊
直販＃

卸売＊: 2020年2月までは約束しな
い。以降、外資49％までを上限とす
る。経済需要テストを満たす必要が
ある。
小売＊:約束しない
フランチャイズ: 2020年2月までは約
束しない。以降、外資49％までを上
限とする。経済需要テストを満たす
必要がある。

卸売・小売：
資本金200億キープ以上の場合、100%
出資が可能。
100~200億キープ、70%。
40~100億キープ、50%。
40億キープ以下、不可。

NA NA NA 小売・卸売：商業省の承認が必要。 医療品を除く代理販売、卸売りサー
ビス

問屋
シンガポール市場向けでない医薬
品、医療品、化粧品の販売
卸売
小売
フランチャイズ

委託代理サービス＊
スポーツ用品の卸売りサービス＊
フランチャイズサービス(その他非金
融無形資産)
本、新聞、雑誌、文房具の通信販売
小売り貿易＊

委託代理サービス＊
オークション＃
ホールセール＊
リテール＊
フランチャイズ＃

NA 取次業（米・トウモロコシ産業を除
く）＊

委託代理サービス、卸売り、小売り
＊
フランチャイズサービス＊

委託代理サービス、卸売り、小売り
＊
フランチャイズ＊

委託販売(ハラル食品を含む、エネル
ギー製品を除く)＊
卸売り(ハラル食品を含む)
卸売り(漁業製品)＊
薬品・医薬・外科・整形外科製品を
除く小売り

NA

12 Educational Services 3か月以下の成人教育＊: 外資は49％
まで、外国人雇用者は全体の10％を
超えないこと
外国語研修センター: 外資は49％ま
で、シニアマネージャーの多くがブ
ルネイ人であること

NA 高等教育、成人教育、その他教育 NA NA 中等教育、高等教育、成人教育＃ NA 自動車教習所：資本金80億キープ以
上で、49%まで。
重機教習所：資本金150億キープ以上
で、100%出資可能。

NA 高等教育サービス＊ NA NA 成人教育
言語を含む短期研修

中等及び中等後の技術及び職業教育
サービス
他の高等な教育サービス＊
成人教育サービス
英語過程を含む短期間の訓練

国際および国内学校教育＊
中等教育＊
高等教育＊
科学技術職員＊
成人教育(専門および短期コース教
育)＊
外国語教授＊

国際および国内学校教育＊
初等教育＃
職業訓練＊
高等教育＊
専門および短期コース教育＊

NA 初等教育、中等教育、成人教育＊
高等教育＊
職業訓練＊
その他の教育＊

中等教育サービス＊
高等教育、成人教育、その他教育＊

中等教育
高等教育、成人教育、その他の教育
＊

高等教育＊
成人教育＊

NA

13 Environmental
Services

NA NA 下水道、ごみ処理、衛生および類
似、排気ガス・騒音防止サービス、
自然景観保護、その他環境事業

NA NA NA 下水管理、廃棄物管理、大気および
気候の保護、土地と水の浄化・清
掃、騒音・振動防止＊: 関連コンサ
ルティングを除いて約束しない

NA NA NA NA NA 衛生および類似サービス
排出ガス清掃
騒音防止

環境サービス
汚水サービス

環境コンサルティング(下水道、ごみ
処理、有害廃棄物処理、大気汚染・
騒音管理、衛生およびその他環境管
理)
環境保護および軽減サービス
下水道
ごみ処理＊
衛生および類似サービス
砂浜清掃・排水開放サービス＊
排ガス清掃・騒音防止・自然景観保
護・その他環境保護

環境コンサルティング(下水道、ごみ
処理、有害廃棄物処理、大気汚染・
騒音管理、衛生およびその他環境管
理)
環境保護および軽減サービス
下水道
ごみ処理
衛生および類似サービス
砂浜清掃・排水開放サービス
排ガス清掃・騒音防止・自然景観保
護・その他環境保護

NA 下水サービス＊ 下水道、ごみ処理＊: 外資企業はBOT
もしくはBTOの形で参入可能
排気ガス・騒音防止サービス＊
環境影響評価

下水サービス＊
ごみ処理サービス＊
排気ガス・騒音防止サービス＊
環境影響評価＊

下水道
ごみ処理
衛生および類似サービス
清掃、騒音防止、自然および景観、
その他環境保護

NA

14 Financial Services 元受保険(生命保険)＊
元受保険(非生命保険)＊
再保険および再々保険＊
ブローカーや代理店等保険仲介業＊
保険業附帯サービス(コンサルティン
グ、保健統計リスクアセスメント、
リスクマネジメント、海上損害調整)

元受保険(生命保険)＊
元受保険(非生命保険)＊
再保険および再々保険＊
ブローカーや代理店等保険仲介業＊
保険業附帯サービス(コンサルティン
グ、保健統計リスクアセスメント、
リスクマネジメント、海上損害調整)
＃
金融情報処理＊

生命保険＊
非生命保険＊
再保険および再々保険＊：ただし、
国内リスクの20％を再保険しなけれ
ばならない
保険附帯サービス
預金受け入れおよび払戻可能基金、
貸付、支払いおよび送金＊
ファイナンス・リース、保証＊：関
連法が成立するまで約束しない
自己もしくは顧客口座の取引(*1)、
証券の発行、マネーブローキング、
資産管理、金融資産の決済・清算、
金融情報の提供・金融データ処理
アドバイザリーおよび仲介(*1)＊:
(1*)については、カンボジア政府が
詳細をきめるまで約束しない

NA ノンバンク業＊: 技術専門者やアド
バイザーは、ビジネス訪問において
一年で3か月以下の滞在が可能。上場
企業は100％外資も可能。
ファクタリング＊

非生命保険＊
再保険＊
生命保険＊
保険仲介＃
再保険仲介＃
ファイナンシャルリース＃
代行サービス＃
クレジットカードサービス＃
消費者金融＃
証券業＊
資産運用業＊

生命保険＊: 2018年2月までは約束し
ない。以降、外資は51％までを上限
とする。
非生命保険＊: 2018年2月までは約束
しない。以降、外資は51％までを上
限とする。
預金受け入れおよび公共からの払戻
可能基金、自己もしくは顧客口座の
取引＊：2018年2月までは約束しな
い。以降、外資は51％を上限とす
る。
貸付、ファイナンスリース、支払い
および送金、保証

銀行業：100%出資が可能。
保険業：49%まで。

NA オフショア金融機関＊
商業銀行＊
元受保険会社＊
元受保険（非生命保険）＊
元受保険（生保）＊
再保険（非生命保険）＊
再保険（生命保険）＊
保険仲介＊
保険に関連するサービス＊
銀行業＊
証券業＊
資産運用業＊

海損清算＊: 商業拠点の制限しな
い。人の移動は許可を受けたsenior
managerial personnel, specialists
and technical assistantsのみ。
アクチュアリー＊: 商業拠点および
人の移動について制限なし。内国民
待遇については、現行法に従う。
外資銀行駐在事務所および支店: CBM
の許可が必要

NA 生命保険＊: 外資は49％まで
非生命保険業(障害者年金、事故およ
び健康保険、信用保険等)＊: 外資は
49％まで
再保険・再々保険＊: 支店もしくは
子会社として設立されなければなら
ない。
ブローカーや代理店等保険仲介業＊
保険附帯業務
銀行業(預金受け入れおよび公共から
の払戻可能基金、貸付、ファイナン
スリース、支払い及び送金、信用、
自己もしくは顧客口座の取引、証券
の発行、マネーブローキング、資産
管理、金融資産の決済・清算、アド
バイザリーおよび附帯サービス、金
融情報の提供・金融データ処理)＊

生命保険
自動車損害賠償責任強制保険＊
労働者災害補償強制保険＊
再保険及び再々保険＊
保険仲介業＊
保険数理、損失調整、平均調整、及
び助言的サービスから成る補助的
サービス
銀行業＊

NA 生命保険業＊
非生命保険業＊
保険仲介業＊
保険コンサル＊
Average and loss adjustment
services＊
アクチュアリー＊
保険以外の金融仲介補助補助＊
財務コンサル
銀行業＊

投資企業＊: 外資は決議権株式の
55％まで。外国人が取締役員になる
ことは可能。
証券販売・ブローカー＊
証券発行への参加＊
証券取引機能＊
証券の投資・再投資・売買事業に従
事する発行者の取引＊:外資40％まで
ファクタリング＊: 外資は決議権株
式の50％まで
ファイナンスリース＊:外資は決議権
株式の50％まで

商業銀行業＊ 生命保険(健康保険を除く)、非生命
保険、再保険・再々保険、ブロー
カーや代理店等保険仲介業、保険附
帯業務＊
銀行業＊
証券＊

生命保険(健康保険を除く)、非生命
保険、再保険・再々保険、ブロー
カーや代理店等保険仲介業、保険附
帯業務＊
銀行業＊
証券＊

生命・事故・健康保険＊
非生命保険＊
再保険および再々保険＊
保険附帯サービス＊
預金受け入れおよびその他公共から
の払戻可能基金＊
貸付＊
ファイナンスリース＊
支払いおよび送金＊
保証＊
自己もしくは顧客口座の取引＊
証券発行への参加＊
資産管理＊
アドバイザリーおよびその他附帯金
融サービス＊
金融情報の提供・転送、金融データ
処理＊

NA

15 Health Related and
Social Services

NA NA 病院:ただし、最低一人の技術に関す
るdirectorはカンボジア人であるこ
と

NA NA 病院サービス＊
看護＊

NA 医療事業：10億キープ以上で、49%ま
で。

NA 病院サービス＊ NA NA 急性期病院・老人ホーム・療養病院
子供関連の指導・カウンセリング＊

病院
老人ホーム、リハビリ病院
居住施設を通じて高齢者や障碍者に
提供する社会事業サービス＊
宿泊施設の提供を伴わない社会事業
サービス＊

NA NA NA 病院サービス＊ 病院・医療・歯科業＊: 100% 外資、
ベトナム企業とのJV、Business
Cooperation Contractの形で可能。

病院・医療・歯科業＊: 100% 外資、
ベトナム企業とのJV、Business
Cooperation Contractの形で可能。

病院＊ NA

16 Tourism and Travel
Related Services

ホテル宿泊業(4-5星ホテルのみ)＊:
ローカル資本が30％以上のJVによる
こと

ホテル宿泊業＊ ホテル: 3つ星以上は商業拠点に関し
て制限しない
レストラン＊: 各地域の特徴を考慮
して許可する
旅行代理店およびツアーオペレー
ター: ただし、旅行代理店は外資
51％まで
観光ガイド＊

NA ホテル業(3-5つ星ホテル)＊: 商業拠
点については、東インドネシアおよ
びスマトラでは外資100％まで。外資
企業は国内企業より資本金が多いこ
と(2020年まで)。人の移動について
は、上層部経営者、熟練技術者(料理
人等)を除いて約束しない。
観光リゾート(ゴルフ場およびスポー
ツ施設を含む)＊: 商業拠点について
は、東インドネシアおよびスマトラ
では外資100％まで。外資企業は国内
企業より資本金が多いこと(2020年ま
で)。
レストランでの外食事業＊: 外資
51％まで。 人の移動については、上
層部経営者、熟練技術者(料理人等)
を除いて約束しない。
旅行代理店およびオペレーター＊：
最大30社まで。代理店は、ジャカル
タかバリに設置すること。人の移動
については、技術アドバイザーを除
いて約束しない。

ホテル業(3-5つ星ホテル)＊
旅行代理店＊
観光リゾート＊
飲食業＊
インターナショナルホテルオペレー
ター＊
スパサービス＊

ホテルおよびレストラン＊: 宿泊業
は3つ星以上に限る
旅行代理店およびツアーオペレー
ター＊: 外資は70％まで。外資は国
内旅行向けサービスに限る。

ホテル：3つ星以上のホテルで、60%
まで。

ホテル・観光リゾート・レストラン
＊: マレーシア企業とのJVを通して
行うこと。外資はJVの30％まで。4－
5つ星ホテルは外資49％まで。
食品提供、屋内での飲料提供＊: マ
レーシア企業とのJVによること。外
資はJVの30％まで。
国内向け旅行＊: マレーシア企業と
のJVによること。外資はJVの49％ま
で。

ホテル業＊
旅行代理店＊

ホテルおよびその他宿泊、モーテ
ル、レストランおよびセルフサービ
ス施設での食事提供、ケータリン
グ、その他、飲料提供: 制限しない
旅行代理店およびツアーオペレー
ター: 商業拠点については制限しな
い。人の移動については約束しな
い。

国内旅行サービス：ミャンマー企業
との合弁企業である必要あり。

ホテル宿泊業
レストラン・ケータリング
旅行代理店・ツアーオペレーション
観光ガイド

ホテル宿泊業
食事・飲料の給仕
旅行業
観光案内

ホテル宿泊業、キャンプおよびキャ
ラバン場、レストランおよびケータ
リング
旅行代理店・ツアーオペレーション
＊
ホテル経営

ホテル宿泊業、キャンプおよびキャ
ラバン場、レストランおよびケータ
リング＊
旅行代理店・ツアーオペレーション
＊

ホテル宿泊
レストラン＊:外国人は最低250万米
ドルの資本金を払えばレストランを
運営可能、一店舗当たり最低83万米
ドルの資本金を払えば支店を設立可
能
旅行代理店
専門会議開催＊:外資は60％まで

ホテル業
レストラン＊
旅行代理店
ツアーガイド＊

ホテルおよびレストラン業(宿泊およ
びケータリング含む)
旅行代理店・ツアーオペレーション
＊: ベトナム企業とのJVの場合は資
本金の外資規制なし。

ホテル・レストラン＊
旅行代理店・ツアー運営＊

ホテルおよびレストラン
モーテル
その他宿泊業＊
ハラル食品を含むレストラン・ケー
タリング＊
旅行代理店およびツアーオペレー
ター＊

NA

17 Recreational,
Cultural and
Sporting Services

NA NA 映画シアター NA NA NA 大型商業施設建設：
資本金1600億キープ以上、100%出資
可能。
資本金800億～1600億キープ、70%ま
で。
80億～800億キープ、51%まで。
80億キープ以下、不可。

劇場プロデュース、歌唱グループ、
バンド、オーケストラ＊
作家、作曲家、彫刻家、エンターテ
イナー、その他芸術家＊
スポーツイベント促進、構成＊: マ
レーシア企業がローカルスポンサー
をする場合のみ。

エンターテイメントサービス＊
スポーツイベント運営＃

NA NA 図書館 興業サービス
図書館
記録保管所
博物館
公園
スポーツなどの娯楽

遊園地
写真提供＊
個人図書館
スポーツ
レクレーション公園および砂浜

エンターテイメントサービス＃
ニュースエージェンシー＃
図書館、博物館など＃
レクリエーションパーク及びビーチ

全サブセクター共通: 外資は40％ま
で。許可を受けた外国人技術者は最
長5年まで滞在可能。一人の外国人に
対して、二人のフィリピン人補佐が
必要。

エンターテイメント＊: 外資は49％
まで
電子ゲームビジネス＊: 許可された
ベトナム企業とのJVによる。外資は
49％まで

エンターテイメントサービス＊
電子ゲームビジネス＊

エンターテイメント
図書館および資料館＊
スポーツおよびその他レクレーショ
ン

NA

18 Transport Services 海運業(旅客および貨物交通)＊
クルー含む航空機の貸し出し＊
航空機の維持修繕＊

海運業(旅客および貨物交通)＊
クルー含む航空機の貸し出し＊
航空機の維持修繕＊

国際交通(旅客および貨物、カボター
ジュを除く)＊
航空交通(航空機修理維持、営業、コ
ンピューター予約サービス)
道路交通(旅客、貨物、オペレーター
付き商業車の貸出、機材の維持修
繕、サポート)
パイプライン交通(燃料、その他物
品)＊

NA NA 海上旅客運送＊
海上貨物輸送＊
海上貨物運送取扱サービス＊
船舶レンタル（船員無し）＊

航空交通(航空機修理維持)＊:外資は
51％まで
航空交通(営業、コンピューター予約
サービス)

タクシー業：100%出資可能。
国内商品輸送：100%出資可能。
その他の運輸業：ラオス国籍の投資
家との合弁で、49%までの出資が可
能。

カボタージュ交通を除く国際貨物運
送業＊: マレーシア企業とのJVによ
ること。外資は40％まで
オペレーター無しの国際船舶貸出・
リース業(カボタージュおよびオフ
ショア貿易除く)＊
海難救助・船舶引揚、海運輸送代理
＊: マレーシア企業とのJVによるこ
と。ブミプトラのシェアが30％を超
えること。
海運貨物輸送＊: マレーシア企業と
のJVによること。外資は40％まで

カボタージュ交通を除く国際貨物運
送業＊
オペレーター無しの国際船舶貸出・
リース業(カボタージュおよびオフ
ショア貿易除く)＊
海難救助・船舶引揚、海運輸送代理
＊
海運貨物輸送＊

カボタージュを除く国際交通(旅客お
よび貨物)、
海上貨物取扱、保管倉庫、貨物輸送
＊: ミャンマー企業とのJVで資本の
70％まで
航空機維持修繕、航空交通の営業、
コンピューター予約サービス

海外の病院への患者の輸送業務：
ミャンマー企業との合弁企業である
必要あり。

カボタージュ交通を除く国際貨物運
送業＊
海運補助サービス(運送代理業および
運送斡旋業)

海上国際運送＊、海上運送の補助、
海上運送の仲介、国際定期な引き船
倉庫サービス（海上運送）、海上貨
物運送取扱サービス＊、船舶の保守
及び修理、内陸水路での旅客運送、
内陸水路での貨物運送、乗組員を伴
う船舶の賃貸（内陸水路）、押し船
及び引き船（内陸水路）、航空機の
修理・保守、航空運送サービスの販
売・マーケティング、乗組員を伴う
航空機の賃貸、宇宙運送、鉄道旅客
運送、鉄道貨物運送、押し列車・引
き列車、鉄道運送業の支援サービス
運転手を伴う車両の賃貸（道路運
送）、道路による貨物運送、自動車
の保守・修理、駐車場、道路運送の
支援サービス、燃料の輸送、倉庫
サービス（海上運送以外）＊、貨物
運送取扱サービス

海運業(旅客および貨物)
国際曳船
沖合受け取り設備(船からの廃水/油
性水の受け取り)
鉄道機材の維持修繕＊
旅客および貨物車の清掃、鉄道警備
道路交通(冷凍・冷蔵品、バルク液体
/ガス、またはコンテナ貨物の輸送)
＊
オペレーター付き旅客者・バスのレ
ンタル＊
保管倉庫業

海運業＊
乗組員を伴う船舶レンタル＃
船舶の保守・修理＃
国際曳船＊
沖合受取設備
ポートキャプテンサービス
海運調査
貨物処理
海運エージェンシー
ポート及び水路オペレーション
航空機の保守修理
コンピュータ予約システム＃
宇宙輸送＃
旅客及び貨物の鉄道輸送＃
鉄道の保守・修理
車両の清掃
道路による旅客輸送＃
道路による貨物輸送＊
道路車両のレンタル＊
燃料の輸送＃

国際交通(旅客および貨物)＊
乗組員なしの船舶および航空機貸出
＊: 一部許可が必要。それ以外は制
限しない。
船舶維持修繕＊：海運産業局に登録
が必要。それ以外は制限しない。
造船＊：外資は70％まで
航空機の維持修理、一般販売および
貨物販売代理＊：制限しない。
鉄道交通(旅客および貨物): 制限し
ない。
鉄道交通(機材の維持修繕)
道路交通(旅客および貨物)＊: 政府
への登録が必要。新規参入は経済需
要テストを受ける。
道路交通(機材の維持修繕): 制限し
ない
貨物取扱、貨物輸送、保管倉庫業、
港のコンテナヤードおよびデポ: 制
限しない

国際海運＊
船舶の保守・修理＊
海事代行サービス
押し船・引き船＊
ポート・水路オペレーション＊
その他の海運サポートサービス＊
航空機の保守・修理＊
オフラインキャリア
一般販売代行＊
鉄道輸送（旅客・貨物）＊
道路輸送（旅客・貨物）＊
パイプライン輸送＊
海運貨物取扱＊
米・トウモロコシを除く貯蔵・倉庫
サービス＊
国際海運貨物輸送＊
国内海運貨物輸送＊

海運業(カボタージュでない旅客およ
び貨物)＊: national flagではない
場合は、100％の外資の企業の設立可
能。
コンテナ取扱＊: 外資は50％まで。
通関手続き＊: JVにおける外資出資
制限はなし。
コンテナステーションおよびデポ
内陸水運業(旅客および貨物)＊: 外
資49％までのJV による。
航空業(航空製品営業、コンピュー
ター予約)＊
航空業(航空機維持管理)＊: 外資
51％までのJV、もしくは100％外資企
業。
鉄道交通業(旅客および貨物)＊: 外
資49％までのJVによる。
道路交通業(旅客および貨物)＊
航空以外でのコンテナ取扱＊: 外資
50%以下のJVによる。
保管倉庫業および貨物輸送代理店
その他交通附帯サービス＊: ベトナ
ム企業とのJVによる。

海運業(カボタージュでない旅客およ
び貨物)＊
コンテナ取扱＊
通関手続き＊
コンテナステーションおよびデポ＊
内陸水運業(旅客および貨物)＊
航空業(航空製品営業、コンピュー
ター予約)＊
航空業(航空機維持管理)＊
鉄道交通業(旅客および貨物)＊
道路交通業(旅客および貨物)＊
航空以外でのコンテナ取扱＊
保管倉庫業および貨物輸送代理店＊
その他交通附帯サービス＊

国際海運(旅客および貨物)＊
海運附帯サービス(クルー付き船舶貸
出)＊
海運貨物取扱＊
倉庫保管＊
通関手続き＊
コンテナステーションおよびデポ＊
海運代理
船舶修理
海上貨物輸送
船積み前検査
道路交通(貨物)
貨物輸送代理

NA

19 Other Services Not
Included Elsewhere

NA NA NA NA NA NA NA NA NA スキルトレーニングサービス＊ NA NA NA クリーニング・染色
理髪・美容
葬儀・火葬

NA NA 発電所の建設＊: BOTスキームの場合
は100％の外資を認める。
発電所運営＊: 商業拠点について制
限しないが、electric cooperative
はフィリピン人のみ
石油精製＊
石油ターミナル＊:商業拠点について
制限しない

発電所のオペレーション＊
石油精製＊
石油ターミナル
石油製品リテール＊

NA スパサービス＊ NA

シンガポール タイ フィリピン ベトナム 香港ミャンマーブルネイ カンボジア インドネシア ラオス マレーシア
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